
効率的な汚泥収集・処理の
ための設備増強

汚泥の効率的なバイオマス利用を
一層促進するため、移動式汚泥
濃縮・脱水装置の整備を支援

廃棄物系バイオマス利活用の
ためのごみ燃料化施設の推進

バイオマスエネルギーの普及加速化の
ため、特にBDF化施設、エタノール燃料

化施設について拡充支援

循環型社会をリードする
高効率ごみ発電施設の導入推進

焼却処理に伴い生じるエネルギーの有効
利用を行う高効率なごみ発電施設につい
て、低炭素社会実現の切り札として積極

的な拡充支援を行う

～廃棄物～廃棄物分野での更なる温暖化対策の推進～分野での更なる温暖化対策の推進～

効率的なごみ収集・輸送を実現
するための施設の整備

効率的なごみの収集・輸送と更なる広域
化を推進するため、収集した廃棄物の圧
縮・積み替え等を効果的に行える施設の

整備を支援

廃棄物処理・リサイクル施設の整備推進（公共）
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○３Ｒ推進のための目標

循環型社会形成推進地域計画 ～国、都道府県、市町村が構想段階から協働～

○対象地域 人口５万人以上又は面積４００k㎡以上の地域を構成する市町村

○交付金の額の算定
対象事業費の１／３を市町村に一括交付。ただし、循環型社会の形成をリードする先進的モデル施
設である高効率メタン回収プラント（バイオガスの回収効率150Nm3/t以上、かつバイオガス発生量
3,000Nm3/日以上）、高効率ごみ発電施設（発電効率23%相当以上、規模により異なる）は対象事業費
の１／２を交付。

• マテリアルリサイクル推進施設 ：容器包装リサイクル、リサイクルセンター

• エネルギー回収推進施設 ：高効率発電（増設含む）・生ごみバイオガス化
•有機性廃棄物リサイクル推進施設 ：肥飼料化、汚泥再生処理センター

•浄化槽 ：経済的・効率的な生活排水処理

•最終処分場 ：安全で信頼性の高い最終処分、最終処分場再生事業

•計画支援事業 ：生活環境影響調査等 等

○目標を実現するための政策パッケージ

発生抑制 一人一日当たりのごみの量（○年比△％減）

リサイクル リサイクル率（○年比△％増）

エネルギー回収 ごみトン当たり発電電力量（○ｋＷｈ／ｔ）

最終処分 最終処分されるごみの量（○年比△％減）

★ＰＦＩ事業も同様に交
付金で支援：廃棄物
分野のＰＦＩ導入は

１９件（平成２０年度
末現在）

【今後】

ごみ処理事業の
ＣＯ２削減量、熱
利用量、バイオ
マス利用量等の
目標設定を検討

110

（沖縄、離島等は特例として対象）

※平成21年度以降：①循環型社会形成推進地域計画を一廃処理計画で代替可、②地域協議会設置義務を廃止

循環型社会形成推進交付金



「高効率な廃棄物エネルギー利用施設」や「高効率なバイオマスエネルギー利用施
設」等の整備事業投資の増加費用等に対して補助するもの。平成20年度は、予算額
2,117,000千円、採択件数7件。

●補助対象者：民間事業者等（①～⑦は廃棄物処理業者を主たる業とする事業者）

●補助内容： ①～⑦： 高効率化を図ることにより追加的に生じる施設整備費用

（補助対象となる施設整備費の１／３を限度）

⑧、⑨：補助対象となる施設整備費の１／２

対象施設 対象の条件

① 廃棄物発電
○ＲＤＦ発電： ２３％～２８％以上（日当り処理量により異なる）
○ガスリパワリング廃棄物発電： ２０％以上 ③その他： １５％以上 ※いずれも発電効率

② バイオマス発電 ○蒸気タービン方式： １０％以上 ②その他： ２５％以上 ※いずれも発電効率

③ 廃棄物熱供給 ○廃棄物から得られる熱量： ６．２８GJ/h以上

④ バイオマス熱供給 ○バイオマスから得られる熱量： １．２６GJ/h以上

⑤ バイオマスコージェネレーション ○発電出力： ５０kW以上、省エネ率： １０％以上

⑥ 廃棄物燃料製造
○エネルギー回収率６０％以上で、かつ発熱量が
・１２．５６MJ/kg以上（固形） ・３３．４９MJ/kg以上（液化） ・４．１９MJ/Nm3以上（ガス化）

⑦ バイオマス燃料
○メタン発酵方式：製造量３００Nm3/日以上、かつ発熱量１８．８４MJ/Nm3以上
○その他：エネルギー回収率50％以上、かつ発熱量
・１２．５６MJ/kg以上（固形） ・１６．７５MJ/kg以上（液化） ・４．１９MJ/Nm3以上（ガス化）

⑧ ごみ発電ネットワーク ○総発電量増加量１０GWh/年以上、発電効率向上２％以上

⑨ 熱輸送システム ○輸送される熱量１２．５６GJ/日以上

補助対象施設、対象の条件一覧補助対象施設、対象の条件一覧
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廃棄物処理施設における温暖化対策事業（エネルギー対策特別会計）



〇廃棄物系バイオマスの利活用方策を検討〇廃棄物系バイオマスの利活用方策を検討

・再生利活用率を高めるための課題を整理

・性状、排出量、地理的条件に応じた利活用方策の全体像

を検討

・モデル地区において実証、多角的評価を実施

＜先進的な取組の一例＞

【メタン化】生ごみのメタン発酵による発電と肥料製造

【エタノール化】食品廃棄物(炭水化物)の糖化によるエタノールの製造 等

〇廃棄物系バイオマスの現状〇廃棄物系バイオマスの現状
・廃棄物系バイオマスの賦存量は約３億万トン、うち

未利用が約３０％

・特に、食品廃棄物は未利用率が約８０％を占め、

大きなポテンシャル（広く浅く分布するため、効率

的な分別、運搬方法が課題）

・バイオマスの利活用は国内温暖化対策の鍵

「環境立国戦略」、「バイオマス・ニッポン総合戦

略」等で推進

(参考）

地域特性に応じた合理的かつ実現可能な廃棄物系バイオマスの利活用を大幅に促進地域特性に応じた合理的かつ実現可能な廃棄物系バイオマスの利活用を大幅に促進

生ごみ

剪定枝

廃食用
油

１．分別方法の検討
・分別ｏｒ混合
・管理方法

メタン化

堆肥化

飼料化

エタノー
ル化

ＢＤＦ化

２．運搬方法の検討
・回収頻度
・運搬車両における
ごみの管理方法

３．利活用方法
・残さ処理を含めた
処理方法の組合せ

モデル地区における実証実験
～実現性の高い処理パターンの検討～

下水汚
泥

直接エネル
ギー回収

家畜糞
尿

混合収集

二段式
パッカー車

ディスポーザ
＋下水管
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廃棄物系バイオマス次世代利活用推進事業



【概要】

法 律

【目的】
農林漁業に由来するバイオマスのバイオ燃料
向け利用を通じた、農林漁業の持続的かつ健全
な発展及びエネルギー供給源の多様化

この結果

○農林水産物の需要の低迷
○休耕地、耕作放棄地の拡大による
食料生産能力の低下

○原油価格の高騰
など

背 景

○『バイオマス・ニッポン総合戦略』
⇒バイオマスを輸送用燃料として利用して
いくことを明記

○国産バイオ燃料の生産拡大工程表
⇒2030年ごろまでに大幅な生産拡大を図る

必要性

○農林漁業者等と製造事業者の連携がと
れておらず、原料の供給が不安定

○原料の生産・収集・輸送コストが高い
○バイオ燃料の製造コストが高い
○これらの研究開発が途上

課 題

○農林漁業におけるバイオマ
スの新たなニーズの創出

○休耕地、耕作放棄地におけ
る資源作物の作付けによる
農地の保全と食料生産力の
増大

○農林漁業者の所得確保と経
営の安定

○バイオ燃料の生産拡大による
エネルギー源の多様化及び地
域活性化

○農林漁業に係る資源の有効
活用と地球温暖化の防止

法律の効果

○バイオ燃料（エタノール、BDF、木
質ペレット等）の生産は現状では
極めて小規模
⇒バイオエタノール生産量90KL
(H20.3現在)

○国が基本方針を作成
・促進に関する意義及び基本的方向等について記載

・食料・飼料の安定供給への配慮

・地球温暖化対策との調和

○基本方針に基づき作成された計画を国が認定
・農林漁業者等とバイオ燃料製造事業者が共同で原料生
産と燃料製造に取り組む計画(生産製造連携事業計画)

・バイオ燃料の製造の効率化に向けた研究開発に取り組
む計画(研究開発事業計画)

○認定された取組を国が支援
・農林漁業者に対する改良資金等の特例
・中小企業投資育成株式会社の業務特例
・産業廃棄物処理事業振興財団の業務特例
・新品種の育成に対する登録料等の減免
・バイオ燃料製造業者に対する固定資産税の減免

農林漁業の持続的な発展の観点から農林水産省、
エネルギー供給源の多様化の観点から経済産業
省、
廃棄物であるバイオマスの適正処理の観点から
環境省の三省が共同で取り組みを推進

○新潟地区イネ原料バイオエ
タノールモデル実証事業
（H20.12.11認定）
休耕田等を活用して生産されたバ
イオエタノール原材料向け原料イネ
を用い、全国農業協同組合連合会
がバイオエタノールを製造

○十日町地域間伐材利用木
質ペレット燃料製造事業
（H21.3.19認定）
十日町市バイオマスタウン構想に
基づき、十日町市域の２つの森林組
合が供給する間伐材を用いて、「高
木沢企業株式会社」が高品質の木
質ペレット燃料を製造

認定例

農林漁業バイオ燃料法の概要
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利用側

・ごみ焼却
・下水汚泥焼却
・発電所
・化学プラント
　　など・・・

蓄熱タンク

本システム

給 湯

冷 房

暖 房

本システム

蓄熱タンク

熱源側

 

熱を搬送！
病院、オフィス、公共施設など

蓄　熱

廃
　
熱

トランスヒートコンテナ

トランスヒートコンテナ 放　熱

■事業概要

一般・産業廃棄物の焼却施設の余熱を、トランスヒートコンテナ（蓄熱
媒体を運搬する車両）により水産関連施設（アワビ稚貝栽培のための
海水加温設備）に供給。２台のトランスヒートコンテナが運用され、１日
あたり３回の熱輸送が行われている。なお、本事業は、奥羽クリーンテ
クノロジー(株)が、「廃棄物処理施設における温暖化対策事業」による
国庫補助を受けて実施しているもの。

■CO2削減効果：145t-CO2/年
計算式：①－（②＋③＋④）

①供給先の燃料使用削減

によるCO2排出削減効果

②輸送燃料（軽油）使用によるCO2排出量

③熱源側設備動力によるCO2排出量

④熱利用側設備動力によるCO2排出量

オフライン熱利用の模式図

トランスヒートコンテナによる熱のオフライン輸送トランスヒートコンテナによる熱のオフライン輸送
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事業者の取組事例 ①



■事業概要
未利用となっている最終処分場上部に、立地条件を

考慮した安価な太陽光発電システムの設置に係る
技術開発を行い、太陽光発電の普及を図ることで
温室効果ガス排出削減を目指す。

なお、本事業は環境省の地球温暖化対策技術開発事業によるものであ
る。
○技術開発者：大成建設 ○共同技術開発者：大栄環境(株) 三重中央開発(株)
○実施年度：平成20～22年度

■期待されるCO2削減効果
最終処分場上部に５haの
太陽光発電設備が設置された場合
→年間CO2削減量：約3,900t-CO2/年 基礎

架台

太陽光モジュール

傾斜角

安価な設置基礎・架台に関する技術開発

最終処分場上部

埋立終了後の最終処分場上部を活用した埋立終了後の最終処分場上部を活用した
太陽光発電システム実用化に関する技術開発太陽光発電システム実用化に関する技術開発
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事業者の取組事例 ②



参考：業務部門に係る排出抑制等指針（平成20年12月施行）

●概要●概要

地球温暖化対策の推進に関する法律において、事業者は事業活動に伴い使用する設備
について、温室効果ガスの排出抑制に資するものを選択し、使用するよう努めることとされて
おり、主務大臣は事業者がこの努力義務を果たす上で講ずべき措置に関して、その適切かつ
有効な実施を図るための必要な指針（排出抑制等指針）を公表することとされている（法第21
条）。業務部門の排出抑制等指針については平成20年12月に施行済み。

●効果的な実施に係る取組
・体制の整備、職員への周知徹底
・排出量、設備の設置・運転等の状況の把握
・情報収集、整理
・PDCAの実施

●排出の抑制等に係る措置
熱源設備、空調設備ごとに設備の選択及び使
用方法について具体的な措置を提示
・エネルギー消費効率の高い熱源機への更新

・燃焼設備の空気比、空調設定温度・湿度の適
正化 等

●検討状況●検討状況
廃棄物部門の排出抑制等指針については、平成20年度、委託先検討会において

指針に盛り込むべき具体的なメニューについて検討を行ったところ。これを受け、平成
21年度内を目途に廃棄物部門の排出抑制等指針を策定予定。
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地球温暖化対策の推進に関する法律
第21条に基づく排出抑制等指針



●実験目的 白煙防止装置停止による温室効果ガス削減効果、コスト縮減効果、
環境影響を把握するため、佐賀市の御協力のもと実施。

●実験期間 平成21年1月5日～2月2日（約1ヶ月）
●実施場所 佐賀市清掃工場

(全連続式ストーカ炉、処理能力300t/日、蒸気タービン発電機4,500 kw)
●調査項目 ダイオキシン類、ばいじん、HCl、NOx、SOx、臭気
●評価項目 住民の反応、CO2削減効果、コスト削減（売電収入増加）

実験概要
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●住民の反応●住民の反応

実験終了後の周辺住民へのアンケート調査で、実
験後、煙に対する印象がよくないと答えた住民が約
12%(41%→29%)減少。また、白煙防止装置停止の本
格実施に反対する住民は約9％となった。
●●CO2CO2削減効果削減効果
発電量の増加により、年間で約380tのCO2削減効果

●コスト削減効果●コスト削減効果
売電量の増加により年間約850万円程度の収入増

が見込まれる

実験結果概要

佐賀市清掃工場佐賀市清掃工場

白煙防止装置停止実験による温暖化対策



廃棄物・リサイクル分野における地球温暖化対策をさらに推進するため
の手段としてコベネフィットプロジェクトを取り上げ、国内における取り組みの
動向把握と、普及促進を図るための検証・認定制度について検討

○平成20年度10月に試行が始まった国内温室効果ガス排出量取引制度に
ついて、廃棄物・リサイクル分野における取組の分野の拡大のための方
策を検討

○小規模な活動を含めたコベネフィットプロジェクトを類型化し、それぞれの
温室効果ガスの削減効果の算定手法について検討

○上記の検討結果を踏まえ、取組を普及、促進するための方策や、それに
伴う課題の整理

○平成21年3月30日 平成20年度第１回廃棄物・リサイクル分野における国
内コベネフィットプロジェクトに関する研究会を開催し、今後の方向性に
ついて議論

○平成21年度も研究会を開催し、年度内を目途に一定の取りまとめを予定 118

廃棄物・リサイクル分野における
国内コベネフィットプロジェクトの検討

検討の目的検討の目的

検討の内容検討の内容

検討の経緯検討の経緯




